
株 主 各 位

第100回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

　 連結株主資本等変動計算書

　 連結計算書類の連結注記表

　 株主資本等変動計算書

　 計算書類の個別注記表

（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.tonamiholdings.co.jp/）に掲載する

ことにより開示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 14,182 11,699 34,583 △2,063 58,402

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △906 － △906

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 4,125 － 4,125

合 併 に よ る 増 減 － － △4 － △4

連結子会社減少による増加 － － 5 － 5

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2 △2

土地再評価差額金の取崩 － － 490 － 490

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,710 △2 3,707

当 期 末 残 高 14,182 11,699 38,294 △2,066 62,109

(単位：百万円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 4,697 6,352 259 11,310 42 69,754

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △906

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 4,125

合併による増減 － － － － － △4

連結子会社減少による増加 － － － － － 5

自己株式の取得 － － － － － △2

土地再評価差額金の取崩 － － － － － 490

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,456 △490 △302 △2,249 12 △2,237

当 期 変 動 額 合 計 △1,456 △490 △302 △2,249 12 1,470

当 期 末 残 高 3,241 5,862 △43 9,060 54 71,225

　(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数……22社

　 主要な連結子会社の名称

　 トナミ運輸㈱、トナミ商事㈱、京神倉庫㈱、トナミ運輸信越㈱

　 トナミ運輸中国㈱、阿南自動車㈱、北陸トナミ運輸㈱

子会社のうち、托納美物流（大連）有限公司他５社については、いずれも小

規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益及び利益剰余金等はいずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼさないと認められるので連結の範囲に含め

ておりません。

2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用した関連会社の数……６社

　 主要な会社等の名称

　 北海道トナミ運輸㈱、高岡通運㈱

　非連結子会社である托納美物流（大連）有限公司他５社については、いずれ

も小規模であり、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であって、

かつ、全体としても重要性がないため持分法適用の範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結計算書類作成会社と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有 価 証 券

　その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。)

時価のないもの…移動平均法による原価法
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　②デリバティブ………時価法

③たな卸資産………主として最終仕入原価法による原価法、一部個別法によ

る原価法を採用しております。（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　
　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産除く）……定率法によっております。

ただし、建物及び構築物については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物………２年～67年

　機械装置及び運搬具…２年～17年

②無形固定資産（リース資産除く）……残存価額を零とする定額法

③リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(リース契約上

に残価保証の取り決めがある場合は、当該残価保証額)と

する定額法

　(3) 重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金……営業債権、貸付金などの貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金……従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上し

ております。

③役員退職慰労引当金……一部連結子会社について役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

④債務保証損失引当金……当社及び連結子会社は、債務保証等による損失に備える

ために、保証先の財政状況を勘案して債務保証損失引当

金を計上しております。
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　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象………ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

③ヘッジ方針………借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法………金利スワップについては、特例処理を採用しているため、

ヘッジの有効性評価は省略しております。

　(6) のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却については、その投資効果の及ぶ期間を合理的に見積もり、当

該期間にわたり均等償却しております。

　(7) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、政府や地方自治体からの外出自粛

要請や休業要請の発出等が、経済活動に深刻な影響を与えております。

　当社グループでは、政府から発出される同感染症に関する情報や諸外国での感染

拡大から収束までの期間等を参考にした場合、外出自粛・休業要請解除後に貨物量

の回復はある程度見込まれるものの、感染拡大前の水準まで回復するまでに半年程

度は要するものとの仮定を基礎として、減損処理の判定や繰延税金資産の回収可能

性に関係する会計上の見積もりを行っております。
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　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、影響が長

期化する場合には、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に影響を及ぼす可能性があります。
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連結貸借対照表関係

1. 有形固定資産の減価償却累計額 66,693百万円

2. 担保に供している資産

　建 物 1,030百万円

　土 地 1,912百万円

　合 計 2,943百万円

対応する債務

　短期借入金 1,380百万円

　長期借入金 58百万円

　合 計 1,438百万円

3. 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対する保証 65百万円

4. 受取手形裏書譲渡高 2百万円

5. 土地再評価法の適用について

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 ・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条

第３号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は、同条第11号の土地

補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。

　 ・再評価を行った年月日…2000年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額と

の差額 … 7,341百万円
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連結損益計算書関係

1. 減損損失について

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

貨物運送施設
土地、借地権、
建物及び構築物

兵庫県尼崎市 他 607

社宅施設 土地、建物及び構築物 千葉県八千代市 他 522

　当社グループは、管理会計上の業績評価や意思決定を行う際の単位を基準とし

て、グルーピングを実施しております。

　トナミ運輸株式会社については、各地にある事業所施設に貨物自動車運送事業

をはじめとする各事業部門の事業所が所属しており、総合物流企業としてサービ

スを展開し、お客様への対応を行っていることから、その事業所施設に所属する

各部門の事業所資産の集合を資産グループとしております。社宅施設については、

独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としてグルーピ

ングしております。

　当社及びその他連結子会社については、原則として会社単位を基本としたグル

ーピングを実施しております。

　減損損失を計上いたしました資産グループについては、人件費の増加や下請け

等への支払コストの増加等により収益力が低下した状態が続いたため、資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

　また、社宅施設の一部物件について、閉鎖の決定に伴い、対象資産を共用資産

グループから切り離した上で、各々の帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。

　その内訳は、貨物運送施設（兵庫県尼崎市 他）においては、土地367百万円、

借地権105百万円、建物105百万円及び構築物28百万円です。社宅施設（千葉県八

千代市 他）においては、土地447百万円、建物75百万円、構築物０百万円及び工

具器具備品０百万円であります

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は不動産鑑定評価基準に基づき算定された評価額等で評価しており

ます。
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連結株主資本等変動計算書関係

1. 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当連結会計年度

期首株式数（百

株）

当連結会計年度

増加株式数（百

株）

当連結会計年度

減少株式数（百

株）

当連結会計年度

末株式数（百株）

発行済株式

普通株式 97,610 － － 97,610

自己株式

普通株式 6,967 5 － 6,972
(注）普通株式の自己株式の変動は、単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加５百株によるも

のであります。

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決議 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株

当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

2019年６月24日
普通株式 453 50.0 2019年３月31日 2019年６月25日

定時株主総会

2019年11月８日
普通株式 453 50.0 2019年９月30日 2019年12月５日

取締役会

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

　 計年度となるもの

決議予定 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

配当の

原資

１株

当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2020年６月26日
普通株式 453 利益剰余金 50.0 2020年３月31日 2020年６月29日

定時株主総会
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金融商品関係

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余剰資金については安全性の高い金融資産で運用し、

短期的な運転資金については銀行借入による調達を行っております。また、設備

資金については設備計画に照らして必要な資金を銀行借入または社債発行により

調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行いません。

　営業債権である受取手形および営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理および残高管理を行う体

制となっております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に

業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が担当する取

締役に報告されております。

　営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは各社

が月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理していま

す。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれておりません（(注２)参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)現金及び預金 32,655 32,655 －

(2)受取手形 2,985 2,985 －

(3)営業未収入金 19,242 19,242 －

(4)投資有価証券
　（その他有価証券）

8,202 8,202 －

資産計 63,086 63,086 －

(1)支払手形 1,058 1,058 －

(2)営業未払金 12,016 12,016 －

(3)短期借入金 8,310 8,310 －

(4)社債 15,000 14,768 △231

(5)長期借入金 7,771 7,887 115

(6)リース債務 7,071 7,326 254

負債計 51,227 51,366 139
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(注１)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
　 資産

　(1)現金及び預金、(2)受取手形、ならびに(3)営業未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(4)投資有価証券(その他有価証券)
これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

　 負債
　(1)支払手形、(2)営業未払金、ならびに(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　(4)社債、(5)長期借入金、ならびに(6)リース債務
社債、長期借入金ならびにリース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規
借入を行った場合またはリース取引を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方
法によっています。

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
②ヘッジ会計が適用されているもの ：該当するものはありません。

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引

の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等
時価

当該時価の

算定方法合計額 うち1年超

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・

受取変動

長期

借入金
― ― ― ―

(注２)非上場株式(連結貸借対照表計上額2,678百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、
「(4)投資有価証券(その他有価証券)」には含めておりません。

　

１株当たり情報関係

1. １株当たり純資産額 7,852円22銭

2. １株当たり当期純利益 455円18銭

　

重要な後発事象

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 14,182 3,545 8,138 11,684

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － －

当 期 純 利 益 － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

－ － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 14,182 3,545 8,138 11,684

(単位：百万円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 8,249 8,249 △2,063 32,052

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △906 △906 － △906

当 期 純 利 益 2,461 2,461 － 2,461

自 己 株 式 の 取 得 － － △2 △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

－ － － －

当 期 変 動 額 合 計 1,554 1,554 △2 1,551

当 期 末 残 高 9,803 9,803 △2,066 33,604
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(単位：百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 4,619 158 4,777 36,830

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △906

当 期 純 利 益 － － － 2,461

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

△1,427 － △1,427 △1,427

当 期 変 動 額 合 計 △1,427 － △1,427 124

当 期 末 残 高 3,192 158 3,350 36,954

　(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。)

時価のないもの……移動平均法による原価法

2. デリバティブ等の評価基準および評価方法

デリバティブ……時価法

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法によっております。

ただし、建物および構築物については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物および構築物………３年～50年

4. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……営業債権、貸付金などの貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上してお

ります。
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退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

債務保証損失引当金……債務保証等による損失に備えるために、被保証先の財務状態

を勘案して、債務保証損失引当金を計上しております。

5. ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法……金利スワップについては、特例処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

ヘッジ方針……借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っております。

ヘッジ有効性評価の方法……金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッ

ジの有効性評価は省略しております。

6. 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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貸借対照表関係

1. 関係会社に対する短期金銭債権 6,671百万円

　 関係会社に対する長期金銭債権 909百万円

　 関係会社に対する短期金銭債務 15,180百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 605百万円

3. 保証債務

関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証 76百万円

4. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条

第11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出

しております。

・再評価を行った年月日…2000年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差

額 139百万円

損益計算書関係

関係会社との取引高 営 業 収 益 3,295百万円

営 業 費 用 75百万円

営業取引以外の取引 186百万円

　

株主資本等変動計算書関係

自己株式の種類および株式数

当期首株式数
（百株）

当期増加株式数
（百株）

当期減少株式数
（百株）

当期末株式数
（百株）

自己株式

普通株式 6,949 5 － 6,955
　(注)普通株式の自己株式の変動は、単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加５百株によるもの

であります。
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税効果会計関係

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

　 繰延税金資産

　 賞与引当金 6

　 退職給付引当金 16

　 役員退職慰労金 10

　 投資有価証券 8

　 関係会社株式 4,478

　 貸倒引当金 140

　 その他 40

　 繰延税金資産小計 4,701

　 評価性引当額 △4,701

　 繰延税金資産合計 －

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △1,331

　 繰延税金負債合計 △1,331

　 繰延税金負債の純額 △1,331
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関連当事者との取引関係

子会社等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権の所

有(被所有)

割合

関連当事

者との関

係

取引の

内容

取引金

額

(百万

円)

科目

期末

残高

(百万円)

子会社
トナミ運

輸㈱

富山県

高岡市
10,000

貨物自動

車運送業

所有

直接100%

経営管理

賃貸料収

入

役員の兼

任

経営指導

料

(注１）

1,996 － －

ＣＭＳに

よる預り

(注２)

－
預 り

金
9,184

家 賃 の

受取

(注３)

44 － －

担保の受

入(注４)
1,967 － －

子会社

トナミビ

ジネスサ

ービス㈱

東京都

中央区
30

金融サー

ビス業

所有

直接100%

経営管理

資金貸付

役員の兼

任

資金の貸

付

(注５)

10,010

短 期

貸 付

金

3,256

利息の受

取

(注５)

53 － －

子会社
トナミ運

輸中国㈱

広島県

広島市
50

貨物自動

車運送業

所有

直接100%

経営管理

役員の兼

任

ＣＭＳに

よる預り

(注２)

－
預 り

金
1,346

子会社
北陸トナ

ミ運輸㈱

富山県

高岡市
30

貨物自動

車運送業

所有

直接100%

経営管理

役員の兼

任

ＣＭＳに

よる預り

(注２)

－
預 り

金
1,180

子会社

トナミ第

一倉庫物

流㈱

愛知県

名古屋

市

50
貨物自動

車運送業

所有

直接100%

経営管理

資金貸付

役員の兼

任

ＣＭＳに

よる貸付

(注２)

－

短 期

貸 付

金

951

(注)役員の兼任等につきましては、2020年３月31日現在で記載しております。
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取引条件および取引条件の決定方針等
注１ 経営指導料につきましては、業務の内容を勘案して決定しております。
注２ ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメントシステム）による貸付および預りについては、基本契

約に基づき残高が毎日変動するため、期末残高のみを記載しております。また、貸付金利
および借入金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

注３ 家賃の受取につきましては、市場価格を勘案し、使用面積に基づき合理的に決定しており
ます。

注４ 当社の金融機関からの借入債務を担保するためにトナミ運輸㈱の所有する土地、建物等に
ついて担保権が設定されております。

注５ 資金貸付および利息受取につきましては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお
ります。

　

１株当たり情報関係

1. １株当たり純資産額 4,076円41銭

2. １株当たり当期純利益 271円47銭

重要な後発事象

　該当事項はありません。
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